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電力システム改革が目指すべき方向性
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第7次エネルギー基本計画

⚫ DXやGXの進展に伴い、電力需要の増加が見込まれる
中、それに見合った脱炭素電源の確保ができなかった
ために、国内産業立地の投資が行われず、日本経済が
成長機会を失うことは、決してあってはならない。

⚫ 再生可能エネルギーか原子力かといった二項対立的な
議論ではなく、再生可能エネルギーや原子力などの脱
炭素電源を最大限活用することが必要不可欠。

⚫ 脱炭素電源への投資回収の予見性を高め、事業者の
積極的な新規投資を促進する事業環境整備及び、電源
や系統整備といった大規模かつ長期の投資に必要な資
金を安定的に確保していくためのファイナンス環境の整
備に取り組むことで、脱炭素電源の供給力を抜本的に
強化していく必要がある。
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経済政策とエネルギー計画の一体化

再生可能エネルギーの最大活用

事業環境整備、投資のためのファイナンス環境性
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第7次エネルギー基本計画

⚫ 火力
⚫ 火力全体で安定供給に必要な発電容量（kW）を維持・確
保しつつ、非効率な石炭火力を中心に発電量（kWh）を減
らしていく。具体的には、トランジション手段としてのLNG
火力の確保、水素・アンモニア、CCUS等を活用した火力
の脱炭素化を進めるとともに、予備電源制度等の措置に
ついて不断の検討を行う。

⚫ 次世代電力ネットワークの構築
⚫ 電力の安定供給確保と再生可能エネルギーの最大限の
活用を実現しつつ、電力の将来需要を見据えタイムリーな
電力供給を可能とするため、地域間連系線、地内基幹系
統等の増強を着実に進める。更に、蓄電池やDR等による
調整力の確保、系統・需給運用の高度化を進めることで、
再生可能エネルギーの変動性への柔軟性も確保する。
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トランジションとしてLNG火力を活用
然転による脱炭素安定供給の確保

地域間連携線、知内基幹系統の増強
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制度設計の対応方針
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制度設計の対応方針
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組織の経済学

⚫ ポール・ミルグロム、ジョン・ロバーツ著、奥野正寛・伊藤秀史・今井晴雄・
西村理・八木甫訳、『組織の経済学』、ＮＴＴ出版、1997年。
(Paul Milgrom and John Roberts, Economics, Organization and 

Management, Prentice-Hall, 1992)
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有り難うございました。
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